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議案第42号 

 

   令和２年度松野町一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和２年度松野町の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ193,555千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,114,376千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」に

よる。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和２年６月18日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第 １ 表　 歳 入 歳 出 予 算 補 正

  歳　入

-

国 庫 補 助 金

委 託 金

委 託 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

雑 入

町 債

　合　　　　　　計

14

15

18

19

20

21

2

3

3

2

1

5

1

（単位:千円）

款 項

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

歳　　　　　　入　　　

2-

705,459

584,861

1,191

252,762

9,266

155,431

155,430

40,000

40,000

39,705

33,204

457,637

457,637

3,920,821

 補 正前の額  

28,863

28,731

132

500

500

13,272

13,272

△2,304

△2,304

12,724

12,724

140,500

140,500

193,555

 補 正 額  

734,322

613,592

1,323

253,262

9,766

168,703

168,702

37,696

37,696

52,429

45,928

598,137

598,137

4,114,376

計



  歳　出

総 務 管 理 費

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

保 健 衛 生 費

林 業 費

商 工 費

道 路 橋 梁 費

教 育 総 務 費

小 学 校 費

中 学 校 費

社 会 教 育 費

　合　　　　　　計

2

3

4

6

7

8

10

1

1

2

1

2

1

2

1

2

3

4

（単位:千円）

3 --

款 項

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

教 育 費

歳　　　　　　出　　　

1,191,153

1,134,912

785,098

591,718

193,352

194,919

160,335

310,432

88,905

171,854

171,854

453,026

317,394

290,078

74,100

48,823

27,959

86,778

3,920,821

 補 正前の額  

157,675

157,675

6,815

△1,920

8,735

4,694

4,694

3,311

3,311

2,426

2,426

△4,408

△4,408

23,042

2,700

12,896

5,650

1,796

193,555

 補 正 額  

1,348,828

1,292,587

791,913

589,798

202,087

199,613

165,029

313,743

92,216

174,280

174,280

448,618

312,986

313,120

76,800

61,719

33,609

88,574

4,114,376

計



第２表 債務負担行為補正 

 

 

（追加） 

事          項 期  間 限   度   額 

新庁舎及び防災拠点施設建設事業工事監理委託料 令和３年度 20,108千円   

新庁舎及び防災拠点施設建設事業工事請負費 
令和３年度から 

令和４年度まで 
1,542,444千円   

 

- 4 - 



第３表 地方債補正 
 

（追加） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

一般補助施設整備等事業 

千円 

4,000 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

年3.00％以内（但し、利率見直し方

式で借入れる政府資金及び地方公共

団体金融機構資金について、利率の見

直しを行った後においては、当該見直

し後の利率） 

 

政府資金については、その融通条件により、銀行その

他の場合には、その債権者と協定するものによる。 

 ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換えすることが

できる。 

 

（変更） 

起債の目的 
補   正   前 補   正   後 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

過疎対策事業 

（ハード事業分） 

千円 

165,900 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

年3.00％以内 

（但し、利率見

直し方式で借入

れる政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該見直し後の

利率） 

 

政府資金については、

その融通条件により、銀

行その他の場合には、そ

の債権者と協定するも

のによる。 

 ただし、町財政の都合

により据置期間及び償

還期限を短縮し、又は繰

上償還もしくは低利に

借換えすることができ

る。 

千円 

168,100 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

年3.00％以内 

（但し、利率見

直し方式で借入

れる政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該見直し後の

利率） 

 

政府資金については、

その融通条件により、銀

行その他の場合には、そ

の債権者と協定するも

のによる。 

 ただし、町財政の都合

により据置期間及び償

還期限を短縮し、又は繰

上償還もしくは低利に

借換えすることができ

る。 

 

緊急防災・減災 

事業 

 

16,700 

 

44,700 

 

公共施設等適正 

管理推進事業 

 

60,300 

 

166,600 
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Ⅰ　歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

(歳　　　　入)

-

14

15

18

19

20

21

6-

１  総　　　括

令和２年度松野町一般会計補正予算に関する説明書

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

　 歳 入 合 計 　

款

705,459

252,762

155,431

40,000

39,705

457,637

3,920,821

28,863

500

13,272

△2,304

12,724

140,500

193,555

734,322

253,262

168,703

37,696

52,429

598,137

4,114,376

 補 正 前 の 額   補 正 額  計

（単位:千円）



(歳　　　　出)

2

3

4

6

7

8

10

7 --

款

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

教 育 費

　 歳 出 合 計 　

1,191,153

785,098

194,919

310,432

171,854

453,026

290,078

3,920,821

157,675

6,815

4,694

3,311

2,426

△4,408

23,042

193,555

1,348,828

791,913

199,613

313,743

174,280

448,618

313,120

4,114,376

 補正前の額  補 正 額   計 

 補 正 額 の 財 源 内 訳  

 特 定 財 源  
 一 般 財 源  

 国県支出金  地 方 債   そ の 他  

8,867

20,496

29,363

138,300

2,200

140,500

25,993

3

25,996

△6,618

△2,052

4,694

3,311

226

△4,408

2,543

△2,304

（単位:千円）
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２　歳　　　入
14款  国庫支出金   ２項  国庫補助金

目 補正前の額 補  正  額 計
節

区　          分 金　       額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

2. 民生費国庫補助 6,732 8,735 15,467  4. 児童福祉総務費 8,735 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

金 補助金

7. 教育費国庫補助 8,685 19,996 28,681  1. 小学校教育振興 12,696 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　　 8,646

金 費補助金 公立学校情報機器整備費補助金　　　　　　　　　　　 4,050

 2. 中学校教育振興 5,650 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　　 3,040

費補助金 公立学校情報機器整備費補助金　　　　　　　　　　　 2,610

 3. 文化振興費補助 1,650 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

金

計 584,861 28,731 613,592

14款  国庫支出金   ３項  委託金

2. 民生費委託金 756 132 888  1. 国民年金事務費 132 年金生活者支援給付金支給事務委託金

委託金

計 1,191 132 1,323

15款  県支出金   ３項  委託金

5. 教育費委託金 262 500 762  1. 事務局費委託金 500 学校防災教育実践モデル地域研究事業委託金

計 9,266 500 9,766

18款  繰入金   ２項  基金繰入金

2. 庁舎建設基金繰 10,398 13,272 23,670  1. 庁舎建設基金繰 13,272 庁舎建設基金繰入金

入金 入金

計 155,430 13,272 168,702

19款  繰越金   １項  繰越金

1. 繰越金 40,000 △2,304 37,696  1. 前年度繰越金 △2,304 前年度繰越金

計 40,000 △2,304 37,696
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20款  諸収入   ５項  雑入

目 補正前の額 補  正  額 計
節

区　          分 金　       額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 雑入 33,204 12,724 45,928  5. 保険料実費徴収 3 雇用保険料個人分納付金

金

 23.自治総合センタ 2,000 コミュニティ助成事業助成金

ー助成金

 29.二酸化炭素排出 10,721 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

抑制対策事業費

等補助金

計 33,204 12,724 45,928

21款  町債   １項  町債

1. 過疎対策事業債 287,800 2,200 290,000  1. 過疎対策事業債 2,200 過疎対策事業債（ハード事業分）

4. 緊急防災・減災 16,700 28,000 44,700  1. 緊急防災・減災 28,000 緊急防災・減災事業債

事業債 事業債

5. 公共施設等適正 60,300 106,300 166,600  1. 公共施設等適正 106,300 公共施設等適正管理推進事業債

管理推進事業債 管理推進事業債

8. 一般補助施設整 0 4,000 4,000  1. 一般補助施設整 4,000 一般補助施設整備等事業債

備等事業債 備等事業債

計 457,637 140,500 598,137

歳入合計 3,920,821 193,555 4,114,376



-10-

３　歳　　　出
２款  総務費   １項  総務管理費

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 一般管理費 311,833 △6,618 305,215 △6,618 2. 給料 △5,700 一般職給

 3. 職員手当等 282 扶養手当

 4. 共済費 △1,200 職員共済組合負担金

7. 企画費 193,887 2,000 195,887 2,000  18.負担金補助及 2,000 コミュニティ助成事業助成金

び交付金

17.庁舎建設費 86,648 162,293 248,941 138,300 23,993  12.委託料 11,836 工事監理委託料

 14.工事請負費 150,457 工事請負費

計 1,134,912 157,675 1,292,587 138,300 25,993 △6,618

３款  民生費   １項  社会福祉費

1. 社会福祉総 107,123 3,592 110,715 3,592 2. 給料 2,371 一般職給

務費  3. 職員手当等 611 期末手当　　　　　　　　　　　　　　　 341

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　　 243

住居手当　　　　　　　　　　　　　　　　27

 4. 共済費 610 職員共済組合負担金

2. 国民年金事 7,026 132 7,158 132  12.委託料 132 国民年金システム改造委託料

務費

3. 老人福祉費 180,408 △5,644 174,764 △5,644 2. 給料 △3,000 一般職給

 3. 職員手当等 △1,744 期末手当　　　　　　　　　　　　　　 △850

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　 △600

住居手当　　　　　　　　　　　　　　 △294

 4. 共済費 △900 職員共済組合負担金

計 591,718 △1,920 589,798 132 △2,052

３款  民生費   ２項  児童福祉費

1. 児童福祉総 59,139 8,735 67,874 8,735  11.役務費 71 通信運搬費

務費  12.委託料 264 子育て世帯臨時特別給付金システム改造委託料

 18.負担金補助及 8,400 子育て世帯への支援対策給付金

び交付金
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３款  民生費   ２項  児童福祉費

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

計 193,352 8,735 202,087 8,735

４款  衛生費   １項  保健衛生費

1. 保健衛生費 133,578 4,694 138,272 4,694 2. 給料 2,610 一般職給

 3. 職員手当等 1,284 期末手当　　　　　　　　　　　　　　　 570

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　　 420

住居手当　　　　　　　　　　　　　　　 294

 4. 共済費 800 職員共済組合負担金

計 160,335 4,694 165,029 4,694

６款  農林水産業費   ２項  林業費

1. 林業総務費 19,338 3,311 22,649 3,311 2. 給料 2,292 一般職給

 3. 職員手当等 269 扶養手当　　　　　　　　　　　　　　 △258

通勤手当　　　　　　　　　　　　　　　△15

期末手当　　　　　　　　　　　　　　　 272

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　　 240

住居手当　　　　　　　　　　　　　　　　30

 4. 共済費 750 職員共済組合負担金

計 88,905 3,311 92,216 3,311

７款  商工費   １項  商工費

1. 商工総務費 16,525 138 16,663 138 3. 職員手当等 138 扶養手当

3. 観光費 99,966 2,288 102,254 2,200 88 14.工事請負費 2,288 工事請負費

計 171,854 2,426 174,280 2,200 226

８款  土木費   ２項  道路橋梁費

2. 道路維持費 53,862 △4,408 49,454 △4,408 2. 給料 △2,000 一般職給

 3. 職員手当等 △1,658 管理職手当　　　　　　　　　　　　　 △332

扶養手当　　　　　　　　　　　　　　 △162

通勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　12
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８款  土木費   ２項  道路橋梁費

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

期末手当　　　　　　　　　　　　　　 △740

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　 △480

住居手当　　　　　　　　　　　　　　　　44

 4. 共済費 △750 職員共済組合負担金

計 317,394 △4,408 312,986 △4,408

10款  教育費   １項  教育総務費

2. 事務局費 73,159 2,700 75,859 500 3 2,197 1. 報酬 996 会計年度任用職員報酬

 3. 職員手当等 60 期末手当

 4. 共済費 206 社会保険料

 7. 報償費 119 防災教育研究事業報償費

 8. 旅費 158 費用弁償

 10.需用費 251 消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　 181

燃料費　　　　　　　　　　　　　　　　　60

修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　10

 11.役務費 7 通信運搬費

 13.使用料及び 573 自動車借上料　　　　　　　　　　　　　 393

賃借料 家屋借上料　　　　　　　　　　　　　　 180

 17.備品購入費 200 機械器具費

 18.負担金補助及 130 地域おこし協力隊研修会参加負担金

び交付金

計 74,100 2,700 76,800 500 3 2,197

10款  教育費   ２項  小学校費

2. 教育振興費 14,743 12,896 27,639 12,696 200 11.役務費 85 教育用情報端末接続回線使用料

 17.備品購入費 12,611 教育用タブレット等購入費

 18.負担金補助及 200 集団宿泊研修費補助金

び交付金

計 48,823 12,896 61,719 12,696 200
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10款  教育費   ３項  中学校費

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

2. 教育振興費 8,024 5,650 13,674 5,650  11.役務費 85 教育用情報端末接続回線使用料

 17.備品購入費 5,565 教育用タブレット等購入費

計 27,959 5,650 33,609 5,650

10款  教育費   ４項  社会教育費

1. 社会教育総 8,268 146 8,414 146 8. 旅費 146 普通旅費

務費

7. 文化振興費 39,556 1,650 41,206 1,650  12.委託料 1,650 俳句番組制作委託料

計 86,778 1,796 88,574 1,650 146

歳出合計 3,920,821 193,555 4,114,376 29,363 140,500 25,996 △2,304



１．特別職

２．一般職及び会計年度任用職
　（１）総　括

1
△ 690

△ 1

一般Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計
備 考報 酬 給 料

期 末 手 当

(人) (千円) (千円) (月分)

計(千円)
年 間 支 給 率

(千円)

33,014

(千円) (千円)

27,347 5,667

24,172

(千円)

613,549

534,685

(3.40)
6,722

19,283議 員

長 等 3 20,625

4,739
(3.40)

10,556

0

(千円)

18,198

531,496 82,053

64,828

計

補正後
その他

19,283
補正前

その他

6,722
27,347

20,625

比 較
その他

14,544

10 32,742

長 等 20,625

計

長 等

0 0

7 14,544

7

3

0 0

議 員

10 32,742 20,625

18,198

0 0 0

0議 員 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0計 0 0 0

合 計
備 考報 酬 給 料

(千円) (千円)
区 分

職員数
給 与 費

共 済 費
職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円)

補 正 後
( )

58,552 315,166 157,778
104

44

補 正 前
( )

57,556 318,593 158,536
43

82,743 617,428
105

比 較
( )

996 △ 3,427 △ 758 △ 3,189

0

11,461 75,384

町長・副町長・教育長5,667 33,014

4,889

18,198 18,198

11,461

(3.40)

(3.40)
4,739

18,198

町長・副町長・教育長

64,828 10,556 75,384

4,889

18,198

24,172

0

0

△ 3,879
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　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア．職員１人当たり給与

その他 508 千円

昇格 184 千円
退職 △ 1,450 千円

△ 36

千円
千円
千円

△ 3,627退職
その他

236

(千円) (千円)

比 較 0

0
-

昇格

0

0

101

区分
(千円) (千円) (千円) (千円)

勤務手当
扶養手当 通勤手当 住居手当 児童手当

手 当
(千円)

別 勤 務 手 当

宿 日 直
勤勉手当

(千円)

管 理 職 員 特 管 理 職

(千円) (千円)
手 当

9,682

0

444 10,0141,083

0

444
職 員 手 当

補 正 後 8,238 2,737 12,091 1,083

△ 3 0

の 内 訳
補 正 前 8,238 2,740 12,091

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

給 料 △ 3,427
給 与 改 定 に 伴 う

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 3,427

増 減 分

昇 給 に 伴 う
0

増 加 分

労 務 職

職 員 手 当
制 度 改 正 に 伴 う

0
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 758

区 分 一 般 行 政 職

△ 758

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 286,249
令 和 ２ 年 ６ 月 30 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 302,805

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.3
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 286,249

令 和 ２ 年 ４ 月 30 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 302,239
平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.3

0
-

△ 332

5,080

備 考

期末手当
時 間 外

△ 347

73,884 41,408

74,231 41,585

△ 177 0

5,080

3,131

3,030



　　　イ．初任給

　　　ウ．級別職員数

計
71

級
)

1
(

100.0
(

7

)( ) (
0

級
( )

39.4

( )

計
)

( ) ( )

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円) 労 務 職 (円)

大 学 卒 183,111 182,200

高 校 卒 151,353 150,600

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) (％)

7 級
( ) ( )

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ２ 年 ６ 月 30 日 現 在
6 級

( ) ( )
9 12.7

5 級
( ) ( )

12 16.9

4 級
( ) ( )

3 4.2

3 級
( )

17
( )

3 級
24.0

2 級
( ) ( )

2 級
2 2.8

( ) ( )

1 級
( )

28

0.0
)

( ) ( )

(

令 和 ２ 年 ４ 月 30 日 現 在
6 級

( ) ( )
9 12.5

5 級
( ) ( )

12 16.7

4 級
( ) ( )

3 4.1

3 級
( )

18
( )

25.0
( )

2 級
( ) ( ) ( )

( )
3 級

1 級
( )

28
(

2 級
(

級
38.9

( )

)
2 2.8

)
1

計
( ) ( )

72 100.0 0 0.0

( )

( ) ( )
計
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ．昇給

　　　オ．期末手当・勤勉手当

主 任 社 会 福 祉 士 社会福祉士

2 号 級

2 号 級

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級
6 号 級
8 号 級

号 級

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職

区 分 ６ 級

71職 員 数 (Ａ) (人) 71
補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

(人)

8
(人)

号 級

4 号 級
号 級

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)

職 員 数 (Ａ) (人) 72 72
補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)
号 級 数 別 内 訳

4
(人)

(人)

(人)
(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月 (月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

補 正 後
( ) ( )

有
2.250 2.250

) ( ) (

補 正 前
( ) (

2.250 2.250 4.500
) ( ) ( )

国 の 制 度
( ) ( )

有
2.250 2.250 4.500

) ( ) (

一般行政職

課 長 課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐
局 長 局 長 事 務 長 事 務 長 上級栄養士

５ 級 ４ 級

技 師

上級専門員 係 長 主 査 主 事

保 育 士室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師 主任保育士
主 幹 主 幹 園 長 園 長 上級保育士 主任栄養士 社会福祉士

上 級 社 会 福 祉 士

技 師 補
主任保健師 保 健 師

栄 養 士

有

4.500

保 健 師

２ 級 １ 級

専 門 員 技 師
保 育 士

主 事 補 栄 養 士

３ 級



　　　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ．地域手当

　　　ク．特殊勤務手当

　　　ケ．その他の手当

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分）

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.590 47.709 退 職 特 例 措 置

国 の 制 度
定 年 前 早 期

25.55625 34.5825 49.590 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）
支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

区 分 全 職 種

（％）

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）
（令和　年　月　日現在）

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る

定 年 前 早 期

（月分）
最 高 限 度

備 考

令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定
を行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているた
め、松野町も同様に改定なしとした。

差 異 の 内 容

(2～20％加算)

（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

そ の 他 の 退 職 時 特 別
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